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ドイツのエネルギー転換政策
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ドイツの選択 ― 脱原発を決めた背景

• 1986年4月26日 Tschernobyl

• 1998年~2005年 社会党と緑の党の連立政権

• 2011年3月11日 福島



1986年4月26日

1986年5月、Cs137に

よる土汚染

（Bq/平方メートル)



社会党と緑の党の連立政権 （1998年~2005年）

2000年6月14日： 脱原発を決定する電力業界との協定

2000年から固定買取法がスタート



2011年3月13~15日

2011年6月30日



ドイツの環境政策目標



エネルギー転換による雇用創出

Source: BMWi, http://www.bmwi.de/DE/Themen/Energie/Energiewende/infografik-wichtigste-projekte.html



ドイツ政府のエネルギー関連政策
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Source: BMWi
http://www.bmwi.de/BMWi/Redaktion/PDF/0-9/10-punkte-energie-agenda-zweite-fortschreibung,property=pdf,bereich=bmwi2012,sprache=de,rwb=true.pdf

固定価格買取法改正

EUの温暖化防止政策

電力市場設計・発展

EUの地域間協力

EUエネルギー市場頭語

送電網の強化

配電網の強化

エネルギー効率向上

建物の改造

天然ガスの安定供給

監視体制



ドイツ政府の主なエネルギー関連政策
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Source: BMWi, http://www.bmwi.de/DE/Themen/Energie/Energiewende/infografik-wichtigste-projekte.html

省エネ・

効率向上

→ 行動計画

(NAPE)

→ 熱利用促進

(MAP)

再エネの

市場統合

→ 電力市場2.0

(Strommarkt2.0)

再エネの

コスト抑制

→ EEG改正

(EEG2014/2016)



Source: Bundesverband der Deutschen Energiewirtschaft (BDEW), 2014(ドイツエネルギー産業連盟）

ドイツのエネルギー政策： 再生可能エネルギーの促進

ドイツ政府の国内電力総消費に占める再生可能エネルギーシェアーの目的
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現状

政府のエネルギー政策目標 （2010年時）

新連立政権の政策目標 （2013年時）



2014年の固定買取法改正の主なポイント

(2014年4月8日閣僚決定、実行）
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脚：山家 公雄 「FIT継続で2030年再エネ50％を実現するドイツ－2014再エネ法改正の再検証」、日経ビジネス、2015年5月12日



2016年の固定買取法改正（EEG3.0）の主なポイント

(2016年6月8日閣僚決定、2017年から実行予定）
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脚：http://www.bmwi.de/DE/Themen/Energie/Erneuerbare-Energien/eeg-2016-wettbewerbliche-verguetung.html

• 固定価格決定プロセスを全面的に入札方式に移行

➞太陽光（７５０ｋW以上のプロジェクト）

➞風力（陸上、洋上）

➞バイオマス

➞対象外：小水力、地熱

• 入札容量

• 太陽光：６００MW/年

• 風力（陸上）: 2,800MW/年（2017～2019）/ 2,900MW/年（2019以降）

• 風力 （洋上）: 750MW/年 ➞ 6.5GW （2020まで）/ 15GW （2030年まで）

• バイオマス: 150MW/年（2017～2019）/ 200MW/年（2020～2022）
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http://www.unendlich-viel-energie.de/mediathek/grafik

再生可能エネルギーへの設備投資（2000~2014年）

10億€

風力 小水力バイオマス太陽光 地熱

出曲: Agentur für Erneuerbare Energien  http://www.unendlich-viel-energie.de/mediathek/grafiken
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最終エネルギー消費

電力
熱 交通

http://www.unendlich-viel-energie.de/mediathek/grafik

%

ドイツでの再生可能エネルギーのシェアー

（1990~2014年）
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ドイツ再生可能エネルギーの電力発電総量（10億kWh)

水力

太陽光

風力（陸上）

バイオマス

風力（海洋）

2000年4月

固定価格買取法

1991年

買取法（StrEG) 

2004年8月

EEGの改革

2009年1月：

EEGの改革

2012年1月

EEGの改革

2014年8月

EEGの改革

10億kWh
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電力の30%は再生可能エネルギーで供給

ドイツの電力エネルギー・ミックス （2015年/電力発電総量）

ガス

石炭

原子力

太陽光

10億kWh

褐炭

風力（陸上）

バイオマス

（ごみを含む）

再生可能

エネルギー

風力（海洋）

その他

出曲: Agentur für Erneuerbare Energien  http://www.unendlich-viel-energie.de/mediathek/grafiken

水力



ドイツの家庭用電気料金の構成 （2015年）

出曲: Agentur für Erneuerbare Energien  http://www.unendlich-viel-energie.de/mediathek/grafiken

託送料金

自治体への賃貸料

電力調達コスト

販売・マーケティング・収益など

消費税

電気税

コージェネ負荷金

再エネ負荷金

（～¥33/kWh)
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ドイツの再エネ設備の所有

Source: Trendreseach/Leuphana University Lüneburg (2013)

所有者毎の再エネ設備容量

(2012年合計 72,907MW*)

金融機関・

機関投資家

(41.5%)

電力会社

(12.5%)

市民所有

(46.6%)

個人

(25.2%)

地域の市民企業

(9.2%)

市民参加の企業

(11.6%)

*excl. PSW, offshore wind, geothermal, waste                                                              
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再エネ100%の自給率を目指すドイツの地域

（2015年7月現代、149ヶ地域/2,600万人）

http://www.100-ee.de/

http://www.kommunal-erneuerbar.de/de/energie-kommunen/kommunalatlas.html
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バイオマス村



再生可能エネルギー発電所の市民共同組合の数

8万人の会員数、~220億円の資本金、~670億円の再生可能エネルギー投資、

290,000Mwh/ 83,000世帯分の再生可能エネルギー供給 （2012年現代）
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市民エネルギー企業



ドイツ自治体所有の公営企業



ドイツ自治体所有の公営企業



ミュンヘン市の目標: 2025年までにミュンヘンのすべての電力消費分

を再生可能エネルギーによって発電する (75 億 kWh/年).

• SWMは、ドイツの大手エネルギー企業で
あり、ドイツでもっとも大きな地方公

営企業のうちの１つ

• 目標達成にむけSWM90億ユーロ
（約1兆円）を投資

• 目標が達成されれば百万人都市では、
世界初

• ヨーロッパ有数の都市である
ミュンヘン経済の基盤構築に貢献
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• Bertram Fleck地域長

• 人口10万人 （4.5万世帯）

• 1969年に地域行政機関として発足

• 134市町村

• 96万平方Km （森林46%、農地42%）

• 弱い経済的な構造 （農業、林業、観光中心）

Rhein-Hunsrück地域の事例
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Rhein-Hunsrück地域の事例

経緯

• 1999年：独自の環境・エネルギー政策策定

• 2006年：包括的なエネルギー政策展開

• 2011年：温暖化防止総合政策の決定

政策目標

• 2020年まで温室効果ガス排出量完全ゼロ

• 2050年までにエネルギー消費を50%削減

• 2050年まで建物のエネルギー効率を50%up
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約300基の風力発電所

約3,100基のソーラー設備 バイオマスの地域暖房

54%
（27万MWh)

105%
(49万MWh)

149%
(71万MWh

286%
(136万MWh)

2009

2011

2012

2015

電力消費の自給率
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端材の地域暖房

• 10億円の投資

• 120ケ所の収集所

• 33軒の公共施設に熱供給

（学校、図書館、ジム等

• 10.3¢ / kWhの低料金

本社はエネルギー・

プラスの建物だよ

• 重油を61万リトル削減

（20年間で14億円の輸入額に相当）

• 5人の新雇用創出
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再生可能エネルギーで地域循環型経済の構築



マウエンハイム村

• 人口500人
• 1,000ha

地域暖房



マウエンハイム村 － 当時の実態

300,000リットル重油

500,000kWhの電力

重油配達業者

\1,400万の電気代

\2,800万の熱代

\84万

出局： Solarcomplex



マウエンハイム村の今

\280万の木質バイオマス代木質バイオマス施設

住宅・建物

林業者

バイオガス施設

農家

\3,000万のバイオ燃料代

\700万の熱代

\2,100万の熱代

\8,400万の電力買取金額

400万kWhの電力売電

出局： Solarcomplex



バイオエネルギーのモデル・ヴィレジ

モデル・ヴィレジの概要

• 人口: 450人

• 世帯数: 150件

• 電力消費量: 450MWh/年

• 熱消費量: 450万 kWh/年

• 投資額: ¥14億（1,000万€）

ビオガスCHP

木質バイオマスチップボイラー

地域暖房網

太陽熱

ヒート・ポンプ

屋根上の太陽光発電

野立ての太陽光発電

風力発電

合計

現状 2025年

再エネ普及

再エネ設備

出局： IfaS, FNR https://mediathek.fnr.de/media/downloadable/files/samples/b/i/bioenergiedoerfer_2014.pdf



バイオエネルギーのモデルヴィレジ

マウエンハイム村

• 人口500人
• 1,000ha

出局： IfaS, FNR https://mediathek.fnr.de/media/downloadable/files/samples/b/i/bioenergiedoerfer_2014.pdf

100万€

投資額 収入額 支出額 地域付加価値



バイオエネルギーのモデルヴィレジ

出局： IfaS, FNR https://mediathek.fnr.de/media/downloadable/files/samples/b/i/bioenergiedoerfer_2014.pdf

地域経済付加価値のステークホルダーへの分配100万€

地域経済

付加価値

地元

業者

農林業 エネルギー

事業者

一般

市民

自治体 地元

金融機関



自治体が作ったメガ―・ソーラーで得た利益を老人施設の

改造に投資 － １０名の新雇用創出

41



再生可能エネルギーが地域にもたらす

経済効果をどう測定・試算・評価・予測

できるか？

その分析結果を如何に地域の政策策定

に活用 できるか？



研究の協力機関



産業バリュー・チェーン

地域経済付加価値モデル － 二つの構成要因

地域経済付加価値

従業員の可処分所得

事業者の税引後収益

地方税収

+

+

製造段階

建設・設置段階

運営・サービス・

修繕・

事業マネージメント

=



地域経済付加価値モデル ［日本版］

① 19の再エネ電源の産業連鎖（バリュー・チェーン）設計

→ 代表プロジェクトのCash Flow （20年間）
→ 各段階の費用構造や売上高 （\/kWに標準化）
→ 日本版モデルは営業以外に製造段階を含まず



地域経済付加価値モデル ［日本版］

円/kW



地域経済付加価値モデル［日本版］

→ 法人企業統計の適用

→ 前期前の所得

→ 税金前の経常利益

→ 社会保険料

→ 税金（固定資産税、電気事業税、

消費税）

② バリュー・チェーンの各ステップに創出されている

税金前の粗所得や経常利益を算出



地域経済付加価値モデル［日本版］

③ 地域付加価値の算出

→ 日本の税金仕組みのモデル化

→ バリュー・チェーンの各ステップで創出される

- 従業員の可処分所得

- 事業者の税引後利益

- 県・市町村の地方税収

バリュー・チェーンの

各ステップ

従

業

員

の

可

処

分

所

得

事

業

者

の

税

引

後

利

益

市

町

村

・

県

の

地

方

税

収

地域経済付加価値



地域経済付加価値モデル

［日本版］

太陽光（５） <10kW住宅用, 30kW非住宅屋根設置, 150kW非住宅屋根設置 ,

1MW非住宅屋根設置, 2MW 非住宅陸上

風力（２） 2MW陸上, 20基@2MW陸上

小水力 （３） 85kW, 200kW, 400kW 

木質バイオマス 5MW （未利用木材100%電力供給）、20MW（未利用木材30%＆一般木材70%、

（９） 電力供給）10MW（未利用木材30%＆一般木材70%、電力供給）、5,000kW

（未利用木材100%、電力供給）、1,500kW（未利用木材100%、電力供給）、

500kW（未利用木材100%、熱供給、チップ）、150kW（未利用木材100%、熱供

給、 木質ペレット）、50kW（未利用木材100%、熱利用、薪）、ガス化（135kW el.＆

270kW th.、未利用木材100%、熱電供給、チップ）、ORC（968kW el.＆4,081kW 

th.、 未利用木材77%＆一 般木材23%、熱電供給）、10MW（一般木材、木質のみ
100%、 電力供給）

｛バイオ・ガス（３） / 住宅の省エネ改修 （３）｝



再エネの各技術の経済付加価値 － 投資段階 （¥/kW@２０１２年)

467,000 

431,000 

367,000 

302,000 

297,000 

356,000 

300,000 

1,485,000 

1,315,000 

1,063,000 

629,333 

430,000 

424,000 

424,000 

338,500 

100,000 

130,000 

1,136,364 

1,433,840 

50,797 

63,261 

60,759 

44,416 

46,843 

42,512 

38,951 

282,725 

255,953 

229,237 

98,787 

51,220 

50,505 

50,505 

40,321 

10,608 

13,791 

135,359 

25,376 

 -  200,000  400,000  600,000  800,000  1,000,000 1,200,000 1,400,000 1,600,000

<10kW

10~50kW

50~500kW

500~1000kW

>1000kW

2MW

20MW

<100kW

100~200kW

200~1000kW

1.5MW-未利用100%

5MW-未利用100%

10MW-一般木材

10MW-未利用30%;一般70%

20MW-未利用30%;一般70%

150kW-未利用100%•熱供給

500kW-未利用100%•熱供給

ORC(968kWel.;4,081kWth.-未利用77%;一般23%-熱電供給)

ガス化(135kWel.;315kWth.-未利用100%-熱電供給)

地域経済付加価値 投資額

木

質

バ

イ

オ

マ

ス

小

水

力

風

力

太

陽

光

2%

12%

11%

11%

12%

12%

12%

12%

16%

22%

19%

19%

13%

12%

16%

15%

17%

15%

11%



573,244 

819,735 

819,735 

819,735 

888,046 

770,880 

770,880 

4,467,600 

3,871,920 

3,302,520 

5,410,288 

4,255,258 

3,325,997 

3,561,466 

3,626,220 

776,000 

776,000 

11,255,004 

9,263,000 

50,067 

292,573 

364,671 

371,468 

416,898 

253,172 

333,612 

2,557,592 

2,225,387 

1,944,157 

1,948,670 

1,499,505 

978,006 

1,086,788 

1,424,889 

252,628 

354,296 

3,536,626 

3,817,595 

 -  2,000,000  4,000,000  6,000,000  8,000,000  10,000,000  12,000,000

<10kW

10~50kW

50~500kW

500~1000kW

>1000kW

2MW

20MW

<100kW

100~200kW

200~1000kW

1.5MW-未利用100%

5MW-未利用100%

10MW-一般木材

10MW-未利用30%;一般70%

20MW-未利用30%;一般70%

150kW-未利用100%•熱供給

500kW-未利用100%•熱供給

ORC(968kWel.;4,081kWth.-未利用77%;一般23%-熱電供給)

ガス化(135kWel.;315kWth.-未利用100%-熱電供給)

地域経済付加価値 総売上高

再エネの各技術の経済付加価値 － 事業運営段階 （¥/kW@２０１２年)

木

質

バ

イ

オ

マ

ス

小

水

力

風力

太

陽

光

41%

31%

46%

33%

39%

31%

29%

35%

36%

59%

57%

57%

43%

33%

47%

45%

44%

36%

9%



日本版の地域経済付加価値モデルの事例研究



再生可能エネルギーで地域循環型経済の構築

飯田市のプロファイル

人口： 104,121人

（平成28年1月末時点）

世帯数： 39,630世帯

（平成28年1月末時点）

事業所数： 6,287事業所

（民営のみ、平成24年経済センサス）

従業員数： 50,841人

（民営のみ、平成24年経済センサス）

出曲： 飯田市ホームページ http://www.city.iida.lg.jp/soshiki/8/kekka-keisen24.html



おひさま進歩エネルギー株式会社の事例研究



おひさま進歩エネルギー株式会社の事業

太陽光発電事業

• おひさま発電所

• 0円システム

• 他事業者への運用

省エネ（エスコ）事業

• 省エネ機器設置

• 高効率給湯ヒートポンプ

• 高効率空調システム

グリーン熱供給事業

• 太陽熱温水システム

• 木質バイオマス

• グリーン熱証書発行

おひさま進歩エネルギー株式会社

#1

信州おひさま

ファンド

（2004)

#2

温暖化防止

おひさまファンド

(2007)

#3

おひさま

ファンド

(2009)

#4

信州・結いの

国おひさま

ファンド

(2010)

#5

信州・結いの

国おひさま

ファンドII

(2011)

#6

地域ＭＥＧＡ

おひさま

ファンド

(2012)

#7

おひさま

ファンド7

(2013)

O&M

業務委託

ファンド

管理

投資・資金運用

市民・民間

投資・資金運用

単独

事業



1,778 

3,151 

2,163 

1,813 

1,215 

634 
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地域経済付加価値

売上

支出

初期投資

おひさま進歩エネルギー（株）事業による地域経済付加価値

の累計ポテンシャルの予測 （2030年まで）

支出 補助金

100万¥

減価償却直接付加価値



(500)

0

500

1,000

1,500

2,000

おひさま進歩エネルギー（株）事業による地域経済付

加価値の累計ポテンシャルの予測 （2030年まで）

地域経済付加価値（累計）

補助金（累計）

事業者収益 （累計）

従業員可処分所得（累計）

市町村の税収 （累計）

1,778

688

715

634

373

100万¥

9人の雇用創出

（2013年まで）



おひさま進歩エネルギー（株）事業による南信州の

地域経済付加価値（累計）

103 8 
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133 

133 
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689 
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373 

239 
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216

333

1,778

971

事業者収益

従業員可処分所得

市町村の税収

全国
南信州

全国

南信州

85.7%

8.7%

おひさまファンドへの出資者比率

（出資額）

それ以外

長野県

南信州 5.6%

2013まで 2030まで



2030に累計で～18億の経済付加価値や9人の雇用を創出

事業モデルの事業性を検証

2016に補助金を全額回収

設備用の補助金が不要 （固定買取価格制度の前提で）

只、事業モデルの開発のための補助金は重要

地域に省エネ・再エネの高度な知識・技術を地元に蓄積

省エネ事業（ESCO事業）の重要な貢献

地域経済付加価値を高めるには地元からの投資を募る必要性





• 分析の対象になった再生可能エネルギーの種類

• 再生可能エネルギーの導入容量の推定 → １ＧＷ

2000年～2015年の導入実績による2030年までの経済効果評価
ー 試算の前提条件

太陽光（10kW未満）

太陽光（10-50kW）

太陽光（50-500kW）

太陽光（500-1000kW）

太陽光（1000kW以上）

小水力（100kW未満）

小水力（100-200kW）

小水力（200-1000kW）

バイオマス(5MW-一般廃棄物)

バイオガス（100kW未満）

バイオマス(150kW-未利用100%•熱供給)

バイオマス(500kW-未利用100%•熱供給)

バイオマス(50kW-未利用100%-熱利用)

バイオマス(1.5MW-未利用100%)

バイオマスガス化(135kWel.;270kWth.-未利用100%-熱電供給)

バイオマス(2MW-建設資材)

MW %

太陽光（合計） 953             93%

小水力　（合計） 46               4%

木質バイオマス　（合計） 31               3%

総合計 1,030          100%



地域経済付加価値の概要（2000～2034年度，累積）
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地域経済付加価値の概要（2000～2034年度，経年累積）
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地域内雇用／産業別（2000～2034年度）

人

250人 (2015年以降）

210人 (2015年以降）



地域経済付加価値の概要（2000～2034年度，累積）

- 太陽光

3,438
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地域経済付加価値の概要（2000～2034年度，経年累積）

- 太陽光

-500
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地方税収（都道府県+市町村）

補助金

46

1,716

719
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262
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地域経済付加価値の概要（2000～2034年度，累積）

- 小水力
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386
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114

29 73
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地域経済付加価値の概要（2000～2034年度，累積）

- 薪・ペレット ストーブ
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36
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¥億



総括

• 2000~2015年の投資
– １ＧＷの設置容量、90%以上は太陽光発電

– ～¥3,600億の投資額

– 地域内比率: 89%（太陽光）、31%（小水力）

• 2034年までの経済効果（推定）
– ～¥6,300億の収入

– ～¥2,180億の地域経済付加価値の創出 / ¥890億（従業員）、¥740億 （地方税収）

– ～¥5,700億の地域内キャッシュフロー

– 投資段階で最大5,700人の雇用創出

– 運転段階で460人の安定雇用創出 / 発電事業者（250人）、メンテナンス（210人）

• 発電事業による地域経済付加価値への相対的に低い貢献（～¥416億）
– 2029年まで発電事業は減価償却の負荷によって累計赤字

– 2000~2010年に設置した小規模の太陽光発電事業 (10kW未満、10~50kW）

• 小水力発電所や熱供給の小型木質バイオマス（薪・ペレットストーブ）の

相対的に高い地域経済効果 ➞ 投資効率の高いプロジェクト



ドイツの自治体へのアンケート調査

• 協力： Agentur für Erneuerbare Energien, Berlin

• 方法： オンライン・サーベイ

• 実施期間： 2016年6月16日～2016年7月13日

• 対象： 434人 （自治体の温暖化防止・エネルギの担当責任者）

• 有効回答数： 129 （29.7%）
人口 数  (%)

< 1,000 1 1%
1.001 - 10.000 36 28%
10.001 - 50.000 57 44%
50.001 - 100.000 12 9%
100.001 - 500.000 22 17%
mehr als 500.000 1 1%
合計 129 100%



ドイツの自治体へのアンケート調査結果

34%

50%
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60%

1 = 完全に賛成 2 = ある程度賛成 3 = どちらとも言えない 4 = あまり賛成できない 5 = 全く賛成できない

「気候保護とエネルギー転換の活動は地域経済に貢献する。」



ドイツの自治体へのアンケート調査結果

18%

44%

26%

12%

0%
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1 = 完全に賛成 2 = ある程度賛成 3 = どちらとも言えない 4 = あまり賛成できない 5 = 全く賛成できない

「地域経済への好影響は、当自治体が気候保護やエネルギー

転換に取り組むための重要な動機だ。」



ドイツの自治体へのアンケート調査結果

9%

28%

35%

24%

4%

0%

10%

20%

30%

40%

1 = 完全に賛成 2 = ある程度賛成 3 = どちらとも言えない 4 = あまり賛成できない 5 = 全く賛成できない

「当自治体の気候保護政策やエネルギー政策を具体的に策

定する際に、地域経済効果を推定することは中心的な意味を

持っている。」



ドイツの自治体へのアンケート調査結

果

21%

42%

26%

23%

35%

24%

22%

40%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

雇用の増加量

地域内の投資額増加

地域への化石燃料輸入の代替

地元購買能力維持

地域の経済付加価値創出

地元商産業の売上増

税収や賃貸借料収入の増加

何も利用していない

その他

気候保護やエネルギー転換による地域経済効果を推定する際、

どのような指標もしくは指数を利用してるのでしょうか？ *

（複数回答可）



→ 自治体・地域のエネルギー政策の策定や

評価を支援するツール

• 政策効果（例えば：排出効果ガス・補助金）
• 地域電源ミックス
• 事業モデル（売電・自家消費・新電力）
• 資金調達戦略

→ 地域内の地域合意形成やステークホルダー

とのコミュニケーションを支援するツール

• 街づくり計画（例えば：ゾーニング）
• 地域経済界（例えば：金融機関、森林組合）
• 地元の市民団体

地域経済付加価値の「見える化」メリット



再生可能エネルギーで地域循環型経済の構築

水 風

光
木

地域の資源・財産



よその化石燃料の大量消費から…



地元の再生可能な資源の投資へ…



それで地域コミュニティーが元気になる



預

金



地域の事業OWNERSHIPは経済付加価値創出の


